
連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年12月31日現在) （単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（負債の部)
Ⅰ 流 動 負 債
支払手形及び買掛金

一年以内返済予定
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
設備関係支払手形
そ の 他

Ⅱ 固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

3,445,339
1,981,308

1,017,409

9,688
23,411
17,787
86,658
309,074

3,986,910
3,128,000
42,459
678,586
86,066
51,797

負 債 の 部 合 計 7,432,249

（純資産の部)
Ⅰ 株 主 資 本
1.資 本 金
2.資本剰余金
3.利益剰余金
4.自 己 株 式

Ⅱ 評価・換算差額等
1.その他有価証券評価差額金
2.為替換算調整勘定

8,537,629
4,791,796
2,995,945
1,025,077
△275,190

△99,472
90,772
△190,245

（資産の部)

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

1.有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

2.無形固定資産

そ の 他

3.投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 定 期 預 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,769,343

4,687,428

3,306,367

150,159

653,043

464,664

409,635

105,115

△7,070

6,101,063

4,842,239

1,522,639

1,436,581

1,681,745

52,148

37,353

111,771

1,412

1,412

1,257,410

872,373

16,926

100,000

268,210

△100

純資産の部合計 8,438,156

資 産 の 部 合 計 15,870,406 負債・純資産の部合計 15,870,406

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連 結 損 益 計 算 書

(自 平成22年１月１日至 平成22年12月31日) （単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,496,035
売 上 原 価 7,776,843

売 上 総 利 益 2,719,192
販売費及び一般管理費 2,192,843

営 業 利 益 526,348
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 31,189
そ の 他 の 収 益 33,500 64,689

営 業 外 費 用
支 払 利 息 71,341
そ の 他 の 費 用 147,639 218,980

経 常 利 益 372,058
特 別 利 益
補 助 金 収 入 30,000 30,000

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 2,347
固 定 資 産 圧 縮 損 30,000
減 損 損 失 27,394
投 資 有 価 証 券 評 価 損 71,910
特 別 退 職 金 5,906 137,558

税金等調整前当期純利益 264,500
法人税、住民税及び事業税 17,966
法 人 税 等 調 整 額 265

当 期 純 利 益 246,268

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連結株主資本等変動計算書

(自 平成22年１月１日至 平成22年12月31日) （単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年12月31日残高 4,791,796 2,995,945 844,184 △256,038 8,375,887

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △65,375 △65,375

当 期 純 利 益 246,268 246,268

自己株式の取得 △19,151 △19,151

株主資本以外の項目の
連結会計年度中 の
変 動 額 （ 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 180,892 △19,151 161,741

平成22年12月31日残高 4,791,796 2,995,945 1,025,077 △275,190 8,537,629

（単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その 他有価証券
評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

純資産合計

平成21年12月31日残高 68,687 △143,021 △74,334 8,301,553

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △65,375

当 期 純 利 益 246,268

自己株式の取得 △19,151

株主資本以外の項目の
連結会計年度中 の
変 動 額 （ 純 額 )

22,085 △47,223 △25,137 △25,137

連結会計年度中の変動額合計 22,085 △47,223 △25,137 136,603

平成22年12月31日残高 90,772 △190,245 △99,472 8,438,156

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社……４社
フジ コピアン（ＵＫ）リミテッド（英国）
フジ コピアン（ＨＫ）リミテッド（中国）
フジコピアン（ＵＳＡ）インク（米国）
富士加工株式会社
非連結子会社……１社
サミット イメイジング テクノロジイズ センディリアン バーハッド
（マレーシア）
サミット イメイジング テクノロジイズ センディリアン バーハッドは、清算手続
き中であり、重要性がないため連結除外としております。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社名
サミット イメイジング テクノロジイズ センディリアン バーハッド
持分法を適用しない理由
サミット イメイジング テクノロジイズ センディリアン バーハッドは、清算
手続き中であり、重要性がないため持分法を適用しておりません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社の決算日は10月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
① その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法

③ たな卸資産
当社は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にも
とづく簿価切下げの方法）
連結子会社は主として先入先出法による低価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産は除く）
国内連結会社は定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 15年～50年
機械装置及び運搬具 ９年～10年
在外連結子会社は定額法



リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は
当該残価保証額）とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外フ
ァイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理
によっております。

(3)重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
国内連結会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
在外連結子会社は、個別に回収可能性を考慮して計上しております。

② 退職給付引当金
当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務および年金資産の見込額にもとづき、当連結会計年度末において発生
していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理してお
ります。
また、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理
することとしております。
国内連結子会社および当社執行役員については、退職金の支払に備えるため、
内規にもとづく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
在外連結子会社の一部については、当連結会計年度末要支給額を計上してお
ります。

③ 役員退職慰労引当金
当社役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当連結会計年度
末要支給額を計上しております。

(4)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準
当社の外貨建資産および負債のうち、外貨建金銭債権債務については、連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
なお、在外連結子会社の資産、負債および収益、費用は、在外連結子会社の決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。

(5)重要なヘッジ会計の方法
長期借入金を対象とした特例処理の要件を満たした金利スワップについて、当
該処理によっております。

(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。
6. 追加情報
退職給付引当金の変更
当社は、確定給付企業年金法の施行にともない、平成22年１月１日より適格退職
年金制度を確定給付企業年金制度へ移行しております。これにより損益に与える
影響はありません。



連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に関する注記
退職給付に関する会計基準
当連結会計年度より｢「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３) ｣(企業会計
基準第19号)を適用しております。なお、この変更にともなう影響はありません。

連結貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 13,965,482千円
2. 担保提供資産およびそれに対応する債務
（1）担保提供資産

建物及び構築物 1,025,087千円
機械装置及び運搬具 268,357
土 地 1,585,317
そ の 他 1,546
計 2,880,309

（2）上記資産に対応する債務
一年以内返済予定
長 期 借 入 金 927,009千円

長 期 借 入 金 2,799,500
計 3,726,509

3. 圧縮記帳に関する表示
補助金(平成21年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金)を受領したことにより、
機械装置30,000千円を取得価額より直接減額しております。
4. 当期末日が金融機関休業日のため、下記のものはいずれも決済されずそれぞれ残高
に含まれております。

受 取 手 形 54,323千円
支 払 手 形 291,141
設備関係支払手形 27,505

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末
株 式 数
(株)

当連結会計年度
増 加 株 式 数
(株)

当連結会計年度
減 少 株 式 数
(株)

当連結会計年度末
株 式 数
(株)

発行済株式数
普通株式 17,894,877 ― ― 17,894,877

2. 新株予約権の目的となる株式の種類及び数に関する事項

新株予約権の目的となる株式の数（株）
新株予約権の
発行決議の日

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

前連結会計
年 度 末

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

平成16年３月30日 普通株式 692,000 ― 58,000 634,000

(注) 当連結会計年度の減少は、ストックオプション権利付与者の退職にともなうもので
あります。



3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

株式の種類 配 当 金 の総額(千円)
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成22年３月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 65,375 4.00 平成21年12月31日 平成22年３月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

株式の種類 配 当金 の総額(千円)
配 当 の
原 資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成23年３月29日
定 時 株主総会 普通株式 64,685 利益剰余金 4.00 平成22年12月31日 平成23年３月30日

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
当社は、資金の運用につきましては、安全性の高い金融商品で運用しており
ます。また、資金調達につきまして銀行借入により調達する方針であります。
デリバティブにつきましては、相場変動によるリスクを軽減するため実需の
範囲でのみ行い、投機目的では行わない方針であります。

（2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
すが与信管理を行い信用リスクを低減しております。また、グローバルに事
業を展開していることから生じている外貨建の営業債権は、為替の変動リス
クに晒されておりますが、一部について為替予約を利用して為替変動リスク
をヘッジしております。
有価証券および投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であ
り、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されておりますが、定
期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど1年以内の支払期日でありま
す。また、一部には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されており
ますが、為替予約を利用して為替変動リスクをヘッジしております。
借入金は、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を
実施して支払利息の固定化を実施しております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対す
るヘッジ取引を目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リス
クに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、原油価格変動リスクの回
避を図る目的とした原油スワップ取引であります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格にもとづく価格のほか、市場価格がない場合
には合理的に算定された価格が含まれております。当該価格の算定において
は変動要因が織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価格が変動することもあります。



2. 金融商品の時価等に関する事項
平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものは、次表に含めておりません。((注2)参照)

(単位：千円)
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 4,687,428 4,687,428 ―

(2) 受取手形及び売掛金 3,306,367 3,306,367 ―

(3) 有価証券および投資有価証券

① その他有価証券 835,400 835,400 ―

資産計 8,829,197 8,829,197 ―

(4) 支払手形及び買掛金 1,981,308 1,981,308 ―

(5) 長期借入金(※1) 4,145,409 4,169,011 23,602

負債計 6,126,717 6,150,320 23,602

(6) デリバティブ取引(※2) 3,642 3,642 ―

(※1) 長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含めております。
(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事
項

資産
（1）現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券および投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所
の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

負債
（4）支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（5）長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に
よっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の
借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお
ります。なお、金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金について
は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同
様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって
おります。(下記(6)参照)



（6）デリバティブ取引
これらの時価については、主たる取引先金融機関から提示された価格等にも
とづき算定しております。但し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘ
ッジの対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は当該長期借入金の時価に含めております。(上記(5)参照)

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 70,000
関係会社株式 117,132
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「(3) 有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

追加情報
当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)および
「金融商品の時価等に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号)を適用し
ております。

賃貸等不動産に関する注記
追加情報
当連結会計年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会
計基準第20号)および「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第23号)を適用しております。

当社は、賃貸等不動産の金額に重要性がないため記載しておりません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 521円80銭
2. １株当たり当期純利益 15円16銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。




